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(54) Title:

(54) 発明の名称 ：機械構造用鋼 およびその製造方法

(57) Abstract: According t o the present invention, a

FIG. 1 high- strength and high-toughness steel for mechanic
al structures i s obtained without tempering and with
little alloying, said steel comprising a ferrite and
pearlite composition and having a component com
position that includes 0.35-0.60 mass% C , 0 . 1-1.0
mass% Si, 0 . 1-1 .5 mass% Mn, not more than 0.025
mass% P , not more than 0.025 mass% S, 0.01 -0. 10

AA mass% Al, and not more than 0.0013 mass% O , with
the remainder comprising unavoidable impurities
and Fe, and including 10-50% processed ferrite.

(57) 要約 : 本発 明 に従 い、 C ：0.35 0.60
質量 0/ o、 Si ：0.1 ~ 1.0 質量％、M n ：0 . 1~ 1.5
質量 ％ 、 P ：0.025 質量 ％ 以下、 S ：0.025
質量 ％ 以下 、 A 1 ：0.01 ~ 0 . 10 質量 ％ お よび
O ：0.0015 質量％以下 を含み 、残部不可避
不 純 物 お よび F e か らな る成 分 組 成 を有
し、加エ フ I ライ トを 10~50% 含む、 フエ
ライ トおよびパ一 ライ 卜の組織 とす ること

加エ フ ライ 卜分率 （ によって、高強度かつ高靭性の機械構造用
BB 鋼 を非調質かつ低合金の下に得 ることがで

きる。

A Yield strength (MPa)
JB Processed ferrite ratio (%)
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明 細 書

発明の名称 ：機械構造用鋼およびその製造方法

技術分野
[0001 ] 本発明は、自動車部品、機械構造部品等に好適な機械構造用鋼、とくに焼

入れ焼戻 しの調質処理を必要としない機械構造用鋼とその製造方法に関する

ものである。

背景技術
[0002] 従来、建築機械、産業機械および船舶の分野において、高強度かつ高靭性

を要求される部品には、 S 45C に代表される機械構造用炭素鋼材や、これにC

rやMoを含有 した機械構造用低合金鋼の焼入れ焼戻 し処理材が用いられてきた

。ところが、近年の省コス ト化或いは、C02排出量削減の観点から、焼入れ焼

戻 し処理を省略可能な、非調質鋼の開発が積極的に進められてきた。

[0003] 代表的な非調質鋼としては、フェライ 卜 パ一ライ 卜型非調質鋼がある （

例えば、非特許文献 1参照）。これは、圧延後の冷却過程において、フェラ

ィ 卜' パ一ライ 卜変態とほぼ同時に析出する、 V 炭化物によりフェライ 卜を

強化 して焼入れ焼戻 し材並みの強度を得ているが、焼入れ焼戻 し材に比べて

靭性が低いという問題があつた。

[0004] そこで、フェライ 卜 パーライ 卜型非調質鋼材の勒性を改善する試みがな

された。例えば、靭性を改善する方法として、特許文献 1 には、オーステナ

ィ 卜再結晶域で圧延前の粗大な才一ステナイ 卜結晶粒に再結晶を起こさせる

圧延 （第 1圧延）と、才一ステナイ 卜未再結晶域で才一ステナイ 卜に歪みを

付与 （第 2 圧延） し、その歪みによって結晶粒内での初析フェライ 卜の発生

を促 して、微細なフェライ 卜 パ一ライ 卜組織を得ることによって低温靭性

を改善することが記載されている。

[0005] さらに、特許文献 2 には、下記の T 1 °C以下の温度域での粗圧延の減面率

を25% 以下とし、その後、下記の T 2 に従って （T 2 —200) ~ T 2 °Cの温度

域で減面率25% 以上の仕上げ圧延を施 した後、650 °C まで 5 °C / s 以上の冷却



速度で冷却することによって、靭性を改善 している。

記

T ( °C ) = -5440/ ( Log [ V ] [ C ] -3. 314) - 173

T 2 ( °C ) =91 0-203 [C] +44. 7 [ S i -30 [Mn] -20 [Cu] - 15. 2 [ Ni

- 11 [Cr] +31 . 5 [Mo] + 104 [ V ] +400 [ T i ] +460 [AL] +700 [ P ]

先行技術文献

非特許文献

[0006] 非特許文献 1 ：特殊鋼42巻 5 号 第 8 ~14 頁

特許文献

[0007] 特許文献 1 ：特許3214731号公報

特許文献2 ：特開2009 —2 15576号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0008] しかし、特許文献 1 に記載の技術では、低温靭性は改善するものの、この

靭性を改善するために実施する、圧延により強度が低下することから、所期

した量以上のV を添加する必要があり、低合金化によるコス ト削減を求める

産業界の要求に必ずしも応えるものではなかった。

[0009] また、特許文献 2 に記載の技術では、圧延後に加速冷却を実施するため、

ベイナイ ト組織などが生成 し、鋼の強度が上昇 し、却って靭性が低下する可

能性があった。

[001 0] そこで、本発明は、高強度かつ高靭性の機械構造用鋼を非調質かつ低合金

組成の下に提供することを目的とする。

課題を解決するための手段

[001 1] 発明者らは、前記課題を解決するため、 C 、Si、Mn、 P、 S 、A Lおよび 0

の添加量を変化させ、かつ加工フェライ 卜の分率を変化させた鋼を製作 し、

強度および靭性について鋭意調査 した。その結果、 C 、Si、Mn、 P、 S 、A L

および 0 の添加量の最適化、ならびに加工フェライ 卜の分率を適正範囲に制



御することによ り、素材の強度並びに靭性が向上することを見出 し、本発明

を完成するに到 った。

[00 12 ] すなわち、本発明の要 旨構成 は、次の とお りである。

( ) C ：0 . 35~ 0 . 6 0質量％、

S i ：0 . 1~ 1 . 0質量％、

Mn ：0 . 1~ 1 . 5質量％、

P ：0 . 025 質量％以下、

S ：0 . 025 質量％以下、

A L ：0 . 0 1 0 . 10質量％および

0 ：0 . 0 0 15質量％以下

を含み、残部不可避不純物 および Feか らなる成分組成 を有 し、加工 フェライ

卜を 10 ~ 50% 含む、 フェライ 卜およびパ一ライ 卜の組織か らなることを特徴

とする機械構造用鋼。

[00 13 ] ( 2 ) 上記成分組成 に、 さ らに

C r ：1 . 0質量％以下、

Cu ：1 . 0質量％以下、

Mo ：1 . 0質量％以下、

W ：1 . 0質量％以下ぉょび

N i ：1 . 0質量％以下

の うちか ら選ばれる 1 種 または 2 種以上 を含有することを特徴 とする前記 （

1 ) に記載の機械構造用鋼。

[00 14 ] ( 3 ) 上記成分組成 に、 さ らに

Nb ：0 . 1質量％以下、

T i ：0 . 2質量％以下ぉょび

V ：0 . 15質量％以下

の うちか ら選ばれる 1 種 または 2 種以上 を含有することを特徴 とする前記 （

1 ) または （2 ) に記載の機械構造用鋼。

[00 15 ] ( 4 ) 上記成分組成 に、 さ らに



B ：0. 0002~0. 005質量％

を含有することを特徴とする前記 （1 ) から （3 ) のいずれかに記載の機械

構造用鋼。

[001 6] ( 5 ) 上記成分組成に、さらに

Pb ：0. 0 1~0. 40質量％、

Bi ：0. 0 1~0. 40質量％および

Ca ：0. 0005~0. 0 100質量％

のうちから選ばれる 1種または 2 種以上を含有することを特徴とする前記 （

1 ) から （4 ) のいずれかに記載の機械構造用鋼。

[001 7] ( 6 ) C ：0. 35~0. 60質量％、

Si ：0. 1~ 1. 0質量％、

Mn ：0. 1~ 1. 5質量％、

P ：0. 025質量％以下、

S ：0. 025質量％以下、

A L ：0. 0 1 -0. 10質量％および

0 ：0. 001 5質量％以下

を含み、残部不可避不純物およびFeからなる素材を、900~1 250 °C に加熱後、

A r 3点以下の温度での累積減面率が80% 以下、かつA r 3点以下の温度域にて

パス当たりの減面率が10%以上の圧延を少なくとも 1パスは行い、仕上温

度を （A r 3 _ 10°C ) 〜 ( A r 3 - 150°C ) とする、熱間圧延を施 し、その後、放

冷することを特徴とする機械構造用鋼の製造方法。

[001 8] ( 7 ) 上記素材に、さらに

Cr ：1. 0質量％以下、

Cu ：1. 0質量％以下、

Mo ：1. 0質量％以下、

W ：1. 0質量％以下ぉょび

Ni ：1. 0質量％以下

のうちから選ばれる 1種または 2 種以上を含有することを特徴とする前記 （



6 ) に記載の機械構造用鋼の製造方法。

[001 9] ( 8 ) 上記素材に、さらに

Nb ：0. 1質量％以下、

T i ：0. 2質量％以下ぉょび

V ：0. 15質量％以下

のうちから選ばれる 1種または 2 種以上を含有することを特徴とする前記 （

6 ) または （7 ) に記載の機械構造用鋼の製造方法。

[0020] ( 9 ) 上記素材に、さらに

B ：0. 0002~0. 005質量％

を含有することを特徴とする前記 （6 ) から （8 ) のいずれかに記載の機械

構造用鋼の製造方法。

[0021 ] ( 1 0 ) 上記素材に、さらに

Pb ：0. 0 1~0. 40質量％、

Bi ：0. 0 1~0. 40質量％および

Ca ：0. 0005~0. 0 100質量％

のうちから選ばれる 1種または 2 種以上を含有することを特徴とする前記 （

6 ) から （9 ) のいずれかに記載の機械構造用鋼の製造方法。

発明の効果
[0022] 本発明によれば、鋼材の合金成分を高めることなく、高い強度及び靭性を

有する非調質の機械構造用鋼を安定して製造することが可能となる。更には

、焼入れ焼戻し処理が省略可能となり、 C 0 2排出量削減にも寄与するため、

産業上有益な効果がもたらされる。

図面の簡単な説明

[0023] [ 図1]加工フェライ 卜分率と降伏強さとの関係を示す図である。

[図2]加工フェライ 卜分率と引張強さとの関係を示す図である。

[図3]加工フェライ 卜分率と衝撃値との関係を示す図である。

発明を実施するための最良の形態
[0024] 次に、本発明の機械構造用鋼について、まず、成分組成における各成分の



限定理 由か ら説明する。

C ：0 . 35~0. 60質量％

C は、必要な強度 を確保するために必須の元素であ り、 0 . 35質量％未満で

は鋼の強度が低下するため 0 . 35質量％以上で添加する。一方、 0 . 60質量％を

超 えると、鋼の靭性の低下を招 く。以上の ことか ら、 C 量は0 . 35~0. 60質量

% とする。

[0025] S i ：0 . 1~ 1. 0質量％

S i は、製鋼 プロセスにおいて、脱酸剤 および強度 を調整するのに有効な元

素である。 これ らの効果 を得 るには、 0 . 1質量％以上が必要であ り、一方 1. 0

質量％を超 えると靭性が損なわれるため、 0 . 1~ 1. 0質量％の範囲 とする。

[0026] Mn ：0 . 1~ 1. 5質量％

Mnは、強度 を調整するために重要な元素であるが、 その効果 を得 るために

は0 . 1質量％以上が必要であ り、一方 1. 5質量％を超 えると靭性が損われるた

め、 0 . 1~ 1. 5質量％の範囲 とする。

[0027] P 、 S : 0 . 025 質量％以下

P および S は、靭性 を劣化 させる元素であ り、極力低減することが好 ま し

いが、 それぞれ 0 . 025 質量％ までは許容 される。

[0028] A L ：0 . 0 1 -0. 10質量％

A Lは、脱酸剤 と して添加する元素であ り、 0 . 0 1質量％未満ではその効果 に

乏 しく、一方 0 . 10質量％を超 えて添加すると、靭性 に悪影響 を及ぼすため、 A

Lは0 . 0 1~0. 10質量％の範囲 とする。

[0029] 0 ：0 . 001 5質量％以下

0 は、 S iやA Lと結合 し、硬質な酸化物系非金属介在物 を形成 して、靭性の

低下を招 くため、可能な限 り低 い方が良い。本発明では、 0 含有量は0 . 001 5

質量％以下 とする。

[0030] 本発明では、 さ らに、次の元素の 1 種 または 2 種以上 を添加することが可

能である。

Cr ：1. 0質量％以下、 Cu ：1. 0質量％以下、 Mo ：1. 0質量％以下、W ：1. 0質量



%以下およびN i ：1. 0質量％以下

Cr、Cu、Mo、W及びNiは、固溶強化元素として強度調整に有効な元素であ

る。そのため、必要に応じて、上記 5 種のいずれか 1種または2 種以上を、

好ましくはそれぞれ0. 05質量％以上で添加することが可能である。一方、い

ずれの元素も、1. 0質量％を超えると靭性が低下するため、1. 0質量％以下と

することが好ましい。

[003 1] 同様に、次の元素の 1種または2 種以上を、さらに添加することが可能で

ある。

Nb ：0. 1質量％以下、T i ：0. 2質量％以下およびV ：0. 15質量％以下

Nbは、炭窒化物を形成することによって結晶粒の粗大化を防止する効果を

有するとともに、C と析出物を形成し、強度を得るために有用な元素である

が、0. 1質量％を超えて添加すると靭性が低下するため、0. 1質量％以下とし

た。

[0032] T iは、鋼中のN をT i Nとして固定し、結晶粒の粗大化を防止する効果を有す

るとともに、Nbと同様にC と析出物を形成するため、強度を得るのに有用な

元素であるが、0. 2質量％を超えて添加すると靭性が低下するため、0. 2質量

%以下とした。

[0033] V は、NbやT i と同様にC と析出物を形成して強度の向上に寄与する元素で

ある。0. 15質量％を超えて添加しても効果が飽和する。また、析出物が増加

するため、靭性が却って低下するため、0. 15質量％以下とすることが好まし

い。

[0034] さらにまた、以下の元素を添加することが可能である。

B ：0. 0002~ 0. 005質量％

B は、焼入れ性の増大により焼戻し後の鋼の強度を高める元素であり、必

要に応じて含有することができる。上記効果を得るためには、0. 0002質量％

以上にて添加することが好ましい。しかし、0. 005質量％を超えて添加すると

、靭性が劣化する。よって、B は0. 0002~ 0. 005質量％とすることが好ましい



[0035] また、本発明では、被削性を向上させるために、次の元素の 1 種または 2

種以上を添加することが可能である。

Pb ：0. 0 1~ 0. 40質量％、B i ：0. 0 1~ 0. 40質量％およびCa ：0. 0005~ 0. 0 100質

0/

Pb ：0. 0 1~ 0. 40質量％

Pbは、被削性を向上させる元素であり、その効果を得るためには、0. 0 1質

量％以上で添加することが好ましい。一方、0. 40質量％を超えて添加すると

、靭性を低下させるため、0. 0 10~ 0. 40質量％とすることが好ましい。

[0036] B i ：0. 0 1~ 0. 40質量％

B iは、被削性を向上させる元素である。その効果を得るためには、0. 0 1質

量％以上で添加することが好ましい。一方、0. 40質量％を超えて添加すると

、靭性を著 しく低下させるため、0. 0 1~ 0. 40質量％とすることが好ましい。

[0037] Ca ：0. 0005~ 0. 0 100質量％

Caは、被削性を向上させる元素である。その効果を得るためには、0. 0005

質量％以上で添加することが好ましい。一方、0. 0 100質量％を超えて添加し

ても効果が飽和するため、0. 0005- 0. 0 100質量％とすることが好ましい。

[0038] 次に、本発明の機械構造用鋼の組織について説明する。

さて、直径100mm 以上のような大径棒鋼に代表される、機械構造用鋼に、

基地組織として、フェライ 卜およびパーライ ト以外の、マルテンサイ ト、ベ

ィナイ 卜あるいはそれらの混合組織などの低温変態組織を適用すると、例え

ば棒鋼の断面内組織を均一にすることが困難となる上、冷却中に発生する熱

応力と変態に伴い発生する、変態応力の影響にて、内部割れが発生しやすく

なる。このようなことから、本発明では、基地組織を、低温変態組織ではな

く、フェライ 卜およびパーライ ト組織とした。

[0039] このフェライ 卜およびパ一ライ 卜組織において高強度化を実現する手段と

しては、第 2 相のパーライ ト分率を増やす方法、フェライ 卜組織を一層細粒

化する方法、フヱライ トを固溶強化や析出強化して硬くする方法、あるいは

(才一ステナイ 卜+ フェライ 卜） 2 相域で圧延してフェライ 卜の一部を高転



位密度化する方法、等が考えられる。

[0040] 上記の諸方法のうち、フェライ 卜を細粒化する方法は、降伏応力 （以降、

Y P と示す）を上昇させるには有利であるが、引張強さ （以降、 T S と示す

) の上昇は小さいため、この手法のみでは十分な高強度化は図れない。また

、パーライ ト分率を増加する方法は、C を多量に添加する必要があるが、C

の過度な添加は上述したように、靭性の低下を招くため好ましくない。固溶

強化元素や析出強化元素を添加してフェライ 卜を強化する方法は、合金元素

の多量添加が必要となり、合金コス トの上昇や、靭性の低下を招いたりする

[0041 ] —方、加工フェライ 卜の活用は、C や合金元素の添加を最小限に抑制 し、

Y P および T S を上昇させることができる。すなわち、加工フェライ 卜を利

用する方法は、熱間圧延後、制御冷却 （加速冷却）することなく高強度化を

図ることができるため、冷却中に発生する熱応力と変態に伴い発生する変態

応力との影響による、内部割れの発生を抑えながら、高強度化することが可

能である。

[0042] そこで、本発明においては、機械構造用鋼の高強度化手段として、鋼のミ

クロ組織が、加工フェライ 卜を面積率で10~50% 含むフェライ 卜およびパ一

ライ トの組織とする方法を採用することにしたのである。ここで、加工フエ

ライ トの分率を、面積率にして鋼組織全体の10~50% の範囲としたのは、次

の理由によるものである。

すなわち、加工フェライ 卜の分率が10%未満では、鋼の強化が十分に得ら

れず、一方、50% を超えると、強度は上昇するものの靭性が低下すると共に

、 （オーステナイ ト+ フェライ 卜）の 2 相域圧延時の荷重増大に伴うロール

割損リスクが増加するからである。

なお、上記加工フェライ 卜は、 A r 3変態点以下の （オーステナイ ト+ フエ

ライ ト） 2 相域での熱間圧延によって形成された、加工歪が導入されたフエ

ライ トのことであり、通常、フェライ 卜をトレースし、短軸および長軸の長

さを求めて、短軸に対する長軸の比 （ァスぺク卜比）が 2 以上のフェライ 卜



を加工フェライ卜と定義し、これがミクロ組織中に占める面積を定量化すれ

ば、その分率を測定することができる。

[0043] 次に、本発明の鋼を得るための製造条件について説明する。

本発明の機械構造用鋼の製造に当たっては、先ず、上記した成分組成を有

する鋼を転炉や電気炉等による、通常の方法にて溶製し、連続錶造法や造塊

法等の通常の方法にてスラブ、ビレツ卜またはプルーム等の鋼素材とする。

なお、溶製後、取鍋精鍊ゃ真空脱ガス等の処理を付加しても良い。

[0044] その後、上記鋼素材を、加熱炉に装入して再加熱後、熱間圧延して所望の

寸法、組織及び特性を有する、例えば非調質棒鋼とする。この際、鋼素材の

再加熱温度は、900~1 250°Cの範囲とする必要がある。加熱温度が900 °C未満

では、圧延時の変形抵抗が大きくなるため、熱間圧延が難しくなる。一方、1

250°Cを超える加熱は、表面痕の発生原因となったり、スケールロスや燃料原

単位が増加したりする。好ましくは、900~1 200°Cの範囲である。

[0045] 続く熱間圧延は、まず、A r 3点以下の温度で圧延を行う必要がある。この

温度で圧延を行わないと、鋼のミクロ組織が加工フェライ卜を含まないもの

となり、必要な強度および靭性を確保することができない。A r 3点以下の温

度での圧延は、 1パス当たり10%以上の減面率を有する圧延を少なくとも 1

パス行う必要がある。なぜなら、この減面率が10%未満の場合、加工フェラ

ィ卜の生成量が少なくなるため、 2 相域圧延による強度や靭性を高める効果

が十分に得られないからである。

A r 3点以下の温度での累積減面率が80% を超えると、圧延荷重が増大して

圧延が困難となったり、圧延のパス回数が増えて生産性の低下を招いたりす

る。さらに、加工フェライ卜量が50% を超えるようになり、鋼の強度が上昇

し過ぎて、却って靭性の低下を招く。よって、A r 3点以下での累積減面率は8

0%以下とする。

[0046] さらに、上記熱間圧延における、仕上温度を （A r 3 _ 10°C ) ~ ( A r 3 _ 180

°C ) の条件にて行う必要がある。圧延仕上温度が、 （A r 3 _ 10°C ) 超えでは

、 2 相域圧延による靭性を高める効果が十分に得られず、一方、 （A r 3 _ 180



°C ) 未 満 で は、 変 形 抵 抗 の増 大 に よ り圧 延 荷 重 が増 加 し、 圧 延 す る こ とが 困

難 とな り、 さ らに、 加 工 フ ェ ラ イ 卜量 が 50% を超 え る よ う に な り、 鋼 の 強 度

が 上 昇 し過 ぎて、 靭 性 の低 下 を招 く。

[0047] 上 記 熱 間 圧 延 に続 く冷 却 は、 放 冷 す る こ とが 好 ま しい。 な ぜ な ら、 熱 間 圧

延 後 に加 速 冷 却 を行 う と、 組 織 が フ ェ ラ イ 卜+ パ ー ラ イ ト以 外 の、 マ ル テ ン

サ イ ト、 ペ イ ナ イ 卜あ る い は そ れ らの 混 合 組 織 な どの低 温 変 態 組 織 とな り、

断 面 内 の 組 織 を均 一 な 組 織 とす る こ とが 困難 とな る上 、 冷 却 中 に発 生 す る熱

応 力 と変 態 に伴 い発 生 す る変 態 応 力 の影 響 に て、 内部 割 れ が 発 生 しや す くな

る。 そ の た め に、 熱 間 圧 延 に続 く冷 却 は、 放 冷 す る こ とが 好 ま しい。 具 体 的

に は、 0. 5°C / s 以 下 で 冷 却 す る と よ い。

実 施 例 1

[0048] 以 下 に、 機 械 構 造 用 鋼 と して棒 鋼 を例 に、 具 体 的 に説 明 す る。

表 1 に示 す成 分 組 成 を有 す る鋼 を、 真 空 溶 解 炉 また は転 炉 で溶 製 して プル

— 厶 と し、 この プル 一 厶 を加 熱 炉 に装 入 して 加 熱 後 、 表 2 に示 した 条 件 に従

う熱 間 圧 延 に て 丸 棒 に熱 間 圧 延 した。 得 られ た 圧 延 ま まの棒 鋼 の表 面 か ら直

径 の 1/ 4深 さ部 分 よ り、 J I S 4 号 引 張 試 験 片 ぉ よび J I S 3 号 シ ャル ピ一衝 撃 試

験 片 を切 り出 し、 機 械 的特 性 を評 価 した。

[0049] な お、 シ ャル ピー衝 撃 試 験 は、 試 験 温 度 20°C で 3 本 実 施 し、 平 均 衝 撃 値 で

評 価 した。 また、 上 述 した 試 験 片 の 採 取 位 置 と同 じ位 置 か ら組 織 観 察 用 の 試

料 を採 取 し、 光 学 顕 微 鏡 に て 倍 率 400 倍 で 5 視 野 観 察 し、 生 成 した フ ヱ ラ イ ト

の トレー ス を行 い、 NIPPON ROPER製 「Image_Pro 」 （商 品 名 ） を使 用 して、

該 フ ェ ラ イ 卜の 短 軸 お よび 長 軸 の 長 さ を求 め 、 ァ スぺ ク 卜比 が 2 以 上 の フ エ

ラ イ ト （加 工 フ ェ ラ イ 卜） の ミ ク ロ組 織 中 に 占め る面 積 を定 量 化 し、 加 エ フ

ェ ラ イ 卜の 分 率 を求 め た。

[0050] 圧 延 温 度 は、 ミル の 入 側 お よび 出側 に放 射 温 度 計 を設 置 して 測 定 した。 ま

た、 表 2 の仕 上 圧 延 温 度 は、 最 終 圧 延 時 の 出側 の 温 度 の こ と を言 う。

降 伏 強 さ、 引 張 強 さ お よび 靭 性 （衝 撃 値 ） は、 従 来 の S 45C (基 準 鋼 ） に

比 べ て 10% 以 上 向 上 した 場 合 に特 性 が 向 上 した と判 断 した。



[0051 ] [表 1]

表1
化学成分 (質量％)

[0052] [表2]

[0053] 表 3 に、加エフヱライ ト分率、降伏強さ、引張強さ、衝撃値および組織の

評価結果を示す。また、表 3 の結果を、図 1 〜図 3 に整理 して示す。本発明

の成分組成、組織および製造条件を満たす、鋼 B _ 4 ~ 8 の鋼は、降伏強さ

、引張強さ並びに衝撃値が基準鋼に比べて10%以上良好な値を示 しており、

高強度でありながら高靭性を有 していることがわかる。これに対 して、成分

組成が本発明範囲内であっても、本発明の組織形態を有 していない鋼 B _ 2

、 3 、 9 および10は、降伏強さ、引張強さ並びに衝撃値が基準鋼レベル、ま

たは高強度化により靭性が低下していることが分かる。

[0054]



[表3]

表3

ひ：フェライ卜、P : / 《一ライ卜、B :べィナイ卜

実施例 2

[0055] 表4 に示す成分組成を有する鋼を、真空溶解炉または転炉で溶製してプル

—厶とし、このプル一厶を加熱炉に装入して加熱後、表 5 に示した条件で熱

間圧延を行い、丸棒に熱間圧延した。得られた圧延ままの棒鋼に対して、上

述した試験を実施し評価した。

[0056]
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[0057] [表5]

[0058] 表 6 に、加エフヱライ ト分率、降伏強さ、引張強さ、衝撃値および組織の

評価結果を示す。本発明の成分組成、組織および製造条件を満たす、鋼C 一

1 ~ 11は、降伏強さ、弓I張強さ並びに衝撃値が、基準鋼に比べて10%以上良

好な値を示 しており、高強度でありながら高靭性を有 していることが分かる

。これに対 して、成分組成が本発明範囲内であっても、本発明の組織形態を

有 していない鋼C _ 12~1 6、製造条件が本発明の範囲外であって本発明の組



織形態 を有 していない鋼 C _ 17 ~ 19の鋼 は、降伏強 さ、引張強 さ並びに衝撃

値のいずれかが基準鋼 レベル、 または高強度化 によ り靭性が低下 しているこ

とが分かる。なお、発明鋼 についての内部観察では内部割れは発生 していな

いが、比較例である鋼 C — 18 (水冷材）については内部割れが発生 していた

[表 6 ]



請求の範囲
[請求項1] C ：0. 35~ 0. 60質量％、

Si ：0. 1~ 1. 0質量％、

Mn ：0. 1~ 1. 5質量％、

P ：0. 025質量％以下、

S ：0. 025質量％以下、

AL：0. 01 0. 10質量％および

0 ：0. 0015質量％以下

を含み、残部不可避不純物およびFeからなる成分組成を有し、加エフ

ェライ卜を10~ 50%含む、フェライ卜およびパ一ライ卜の組織からな

ることを特徴とする機械構造用鋼。

[請求項2] 上記成分組成に、さらに
Cr ：1. 0質量％以下、

Cu ：1. 0質量％以下、

Mo ：1. 0質量％以下、

W ：1. 0質量％以下ぉょび

Ni ：1. 0質量％以下

のうちから選ばれる1種または2種以上を含有することを特徴とする

請求項 1に記載の機械構造用鋼。
[請求項3] 上記成分組成に、さらに

Nb ：0. 1質量％以下、
Ti ：0. 2質量％以下ぉょび

V ：0. 15質量％以下

のうちから選ばれる1種または2種以上を含有することを特徴とする

請求項 1 または2 に記載の機械構造用鋼。

[請求項4] 上記成分組成に、さらに
B ：0. 0002~ 0. 005質量％

を含有することを特徴とする請求項 1から3 のいずれかに記載の機械



構造用鋼。
[請求項5] 上記成分組成に、さらに

Pb ：0. 01~ 0. 40質量％、

Bi ：0. 01~ 0. 40質量％および

Ca ：0. 0005~ 0. 0100質量％

のうちから選ばれる1種または2種以上を含有することを特徴とする

請求項 1から4 のいずれかに記載の機械構造用鋼。
[請求項6] C ：0. 35- 0. 60質量％、

Si ：0. 1~ 1. 0質量％、

Mn ：0. 1~ 1. 5質量％、

P ：0. 025質量％以下、

S ：0. 025質量％以下、

AL：0. 01 0. 10質量％および

0 ：0. 0015質量％以下

を含み、残部不可避不純物およびFeからなる素材を、900~ 1250 °Cに

加熱後、A r 3点以下の温度での累積減面率が80%以下、かつA r 3点

以下の温度域にて1パス当たりの減面率が10%以上の圧延を少なくと
も1パスは行い、仕上温度を （A r 3 _ 10°C ) ~ ( A r 3 - 150°C ) とす

る、熱間圧延を施し、その後、放冷することを特徴とする機械構造用

鋼の製造方法。
[請求項7] 上記素材に、さらに

Cr ：1. 0質量％以下、

Cu ：1. 0質量％以下、

Mo ：1. 0質量％以下、

W ：1. 0質量％以下ぉょび

Ni ：1. 0質量％以下

のうちから選ばれる1種または2種以上を含有することを特徴とする

請求項6 に記載の機械構造用鋼の製造方法。



[請求項8] 上記素材に、さらに

Nb ：0. 1質量％以下、

Ti ：0. 2質量％以下ぉょび

V ：0. 15質量％以下

のうちから選ばれる 1種または2 種以上を含有することを特徴とする

請求項 6 または7 に記載の機械構造用鋼の製造方法。

[請求項9] 上記素材に、さらに

B ：0. 0002~0. 005質量％

を含有することを特徴とする請求項 6 から8 のいずれかに記載の機械

構造用鋼の製造方法。

[請求項10] 上記素材に、さらに

Pb ：0. 0 1~0. 40質量％、

Bi ：0. 0 1~0. 40質量％および

Ca ：0. 0005~0. 0 100質量％

のうちから選ばれる 1種または2 種以上を含有することを特徴とする

請求項 6 から9 のいずれかに記載の機械構造用鋼の製造方法。
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